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実施計画事業名 国土利用計画事業 評価対象年度 平成

整理№ 143 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度

2 計画的な土地利用を推進します

関連施策 なし

評価担当部署 建設産業部　都市整備課 課長（主幹）名 鈴木　聡

現
状
と
課
題

○市では、国土利用計画法に基づき、市内の大規模土地取引の届出受付、北海道への進達等を行っている。
○国土利用計画法第8条では、国土利用計画の市町村計画を定めることができるとされているが、本市では過去において当該
計画を策定していない。また、市が策定する国土利用計画は、国土利用計画北海道計画を基本とするとともに、市の策定する総
合計画に即するものでなければならないとされている（国土利用計画法第8条2項）。この度、第4次稚内市総合計画にその内容
が初めて盛り込まれた。

総
合
計
画
体
系

分　野 4 都市基盤

政　策 3 調和のとれた持続可能なまちづくり

施　策

目
的

○土地利用に関する諸法令に基づき、土地の総合的、合理的かつ計画的で適正な利用を図ることを目的とする。

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

○国土利用計画市町村計画の策定を検討する。
○国土利用計画法に基づき市内の大規模土地取引の届出を受付、北海道へ進達する。
○国土利用計画法に基づく土地取引での土地価格審査の基準等に利用される地価公示及び地価調査について窓口閲覧、市Ｈ
Ｐ掲載を行い一般に広く周知する。

成
果
指
標

名　称 単　位 年度 22 年度 25  年度

（設定できず） 目標 - - -

21

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度

土地売買届出進達件数 件 目標 2

-実績 -

実績 4 5

25  年度

2 2

22 年度

- 0

計画策定の検討会議 回 目標 - 2 -

1万㎡以上の土地売買について届出を受付、北海道に進達した件数

目標 - - -

都市計画マスタープラン見直し検討会議の中で、国土利用計画策定の検討を行った回数 実績

目標 - - -

実績

実績

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

直接事業費（Ａ） 千円 0 0

（評価年度決算見込） （予　算）

0

0 0

0 0

0 0

0

204

国庫支出金 千円 0

道支出金 千円 0

起　債 千円 0

一般財源 千円 0 0 0

その他 千円 0

この事業にかかる職員数 人/年 0.02 0.03

人件費（Ｂ） 千円 139 204

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

計（Ａ＋Ｂ） 千円 139 204

0.03

204



【１次評価】

年 月 日

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ｂ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞

活動指標の土地売買届出件数は目標値を上回り、北海道への進達事務を処理できたと考えるが、国土利用計画策
定の検討については、今後の検討課題となっている。

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ａ

ａ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

国土利用計画の市町村計画については、今の稚内市においては、農地に係わる大規模な改修計画や利用修正が
無いことや、近年の人口減少等により都市計画区域の拡大も想定しにくい状況にあることなどから、現時点では市
独自で改めて計画を策定する必要性は低いものと判断している。しかし今後、これらの状況の変化があった場合、
策定の必要性が生じる場合があると考えることから、引き続き経済や産業の動向に注視しながら、必要な判断を
行っていく。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果 ｂ 細事業の構成

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

【内部評価委員会】

意
　
見

国土利用計画事業 最終更新日 平成 23 4 25


